
1 

 

 平成29年6月29日  
各 位 
 会 社 名 日本無線株式会社 
 代表者名 代表取締役社長 荒 健次 

(コード番号 6751 東証第1部) 
 問合せ先 執行役員総務本部長 高橋 亨 
 (TEL 03-6832-0455) 
 
 

支配株主等に関する事項について 
 

当社の親会社である日清紡ホールディングス株式会社について、支配株主等に関する事項は、以下の
とおりとなりますので、お知らせいたします。 
 

１.親会社、支配株主(親会社を除く。)又はその他の関係会社の商号等 
 (平成29年3月31日現在) 

名称 属性 
議決権所有割合(％) 発行する株券が上場されている 

金融商品取引所等 直接所有分 合算対象分 計 

日清紡ホールディングス

株式会社 
親会社 62.32 － 62.32 

株式会社東京証券取引所  市場第一部 

株式会社名古屋証券取引所 市場第一部 

証券会員制法人札幌証券取引所 

証券会員制法人福岡証券取引所 

 
２.親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

日清紡ホールディングス株式会社は、当社議決権の62.32％を所有する親会社であります。 
同社およびその企業グループは、エレクトロニクス、ブレーキ、精密機器、化学品、繊維、不動産な

どの事業を展開しており、当社はこのうちエレクトロニクス事業を担っております。 
平成29年6月29日現在の人的関係につきましては、同社の代表取締役1名、同社グループの新日本無線

（株）の代表取締役1名が当社の取締役を兼務しております。 
また、当社の代表取締役1名が同社及び新日本無線（株）の取締役を兼務しております。 
なお、当社は同社グループの一員でありますが、このことによる事業活動上の制約はなく、当社独自

の経営方針に基づき事業展開を行っており、公開企業としての独立性は確保できていると考えておりま
す。 
 
(役員の兼務状況) (平成29年6月29日現在) 

役職 氏名 
親会社またはそのグループ企業
での役職 

就任理由 

取締役 河田 正也 日清紡ホールディングス（株) 
代表取締役社長 
 
新日本無線（株) 
取締役 

親会社の経営者として豊富な経験・
実績を有し、国内外の事業経営に高
い見識を有しており、業務執行から
独立した客観的な立場から、当社の
経営に的確な提言・助言をいただく
とともに、当社経営における意思決
定・監督機能の強化を図るため 

取締役 小倉 良 新日本無線（株) 
代表取締役社長 
 
日清紡ホールディングス（株) 
取締役常務執行役員 

新日本無線（株）の経営者として豊
富な経験・実績を有し、国内外の事
業経営に高い見識を有しており、業
務執行から独立した客観的な立場か
ら、当社の経営に的確な提言・助言
をいただくとともに、当社経営にお
ける意思決定・監督機能の強化を図
るため 

代表取締役社長 
 

荒 健次 日清紡ホールディングス（株） 
取締役専務執行役員 
 
新日本無線（株) 
取締役 
 

－ 
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３.支配株主等との取引に関する事項 

当連結会計年度(自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日) 

属性 会社等の名称 

 

所在地 

 

資本金 

（百万円） 
事業の内容 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

親会社 
日清紡ホール

ディングス㈱ 

 

東京都 

中央区 

 

 

27,587 

 

持株会社 62.32％ 
役員の兼任 

ＣＭＳ取引 

利息の受取 

  利息の支払  

   (注)1  

7 

27 ─ ─ 

資金の貸付 

資金の借入 

 (注)1 

2,361 

8,841 

関係会社 

短期貸付金 

短期借入金 

1,400 

11,321 

土地の売却 

   (注)2 

11,361 
─ ─ 

(注)１ 資金の貸付・借入についてはＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に係るものであり、市場金利

を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、取引金額は当期の平均貸付・借入残高を記載して 

おります。 

２ 土地の売却価格については、公正性を担保するため第三者算定機関に不動産鑑定を依頼し、その算定結果 

  を参考に近隣の売買事例等を勘案し、譲渡価額を決定しております。 

 
４.支配株主との取引を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

親会社および同社の事業会社との取引については、市場実勢価格等を勘案し、その他の取引先と同様 
  に決定しており、少数株主に不利益を与えることがないように適切に対応しております。 
 

以 上 


